
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認青森地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                                         

  

青森厚生年金 事案 489  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は事後訂正の結果、32

万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に

該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の

28 万円とされているが、申立人は、申立期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申

立期間の標準報酬月額に係る記録を、32 万円に訂正することが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る上記標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年９月１日から 20 年３月 31 日まで 

ねんきん特別便が送られてきて、平成 19 年度の標準報酬月額が少な

いことが分かった。会社に相談したら、私の平成 21 年度の算定基礎届

の記載に誤りがあったことが分かり、平成 21 年８月 11 日に会社から

訂正届が提出されたが、誤って平成 19 年度用の用紙を使用したため、

平成 19 年９月から 20 年８月までの標準報酬月額が 32 万円から 28 万

円に減額訂正処理されてしまったためだった。しかし、提出した賃金

台帳の写し及び給与明細書の写しから明らかなように、私の申立期間

の正しい標準報酬月額は 32 万円なので訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立人の申立期間における標準報酬月額は、

当初 28 万円と記録されていたが、申立人の記録訂正の申出を踏まえ、事

業主から当該期間に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の平成



                                         

  

22 年５月 10 日に訂正届が提出され、28 万円から 32 万円に訂正されたと

ころ、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保

険者であった期間に基づく保険給付は行われないとされている。このこ

とから、年金額計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂正後の標準報

酬月額ではなく、当初記録されていた標準報酬月額となっている。 

 しかしながら、Ａ社の給与支給明細書及び所得税源泉徴収簿兼賃金台

帳により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額（32

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を社会

保険事務所（当時）に誤って提出したことを認めていることから、その

結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                                         

  

青森厚生年金 事案 490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていることが認められることから、当該記録

を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき、申立てに係るＡ社における申立期間の標準賞与額に係

る記録を 28 万 2,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の当該標準賞与

額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年８月 11 日 

社会保険庁(当時)から送付された厚生年金保険の標準報酬月額と保

険料納付額一覧表では、平成 18 年８月 11 日に支給された賞与につい

て、標準賞与額が 28万 2,000円となるべきところ５万円とされており、

会社に確認の結果、会社では賞与支払届の内容を間違って提出したと

して年金事務所へ訂正届を提出したが、時効により訂正できないとさ

れているので、年金給付に反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出された申立人に係る賃金台帳により、申立人は、申立

期間において、事業主から賞与として 28 万 2,500 円の支払を受け、その

主張する標準賞与額(28 万 2,000 円)に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に



                                         

  

ついては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業

主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っているこ

と、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所(当時)は、申立人に係る申

立期間の標準賞与額(28 万 2,000 円)に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は申立期間に係る当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

青森国民年金 事案 587 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年４月から 55 年３月までの期間、同年 10 月から 57

年３月までの期間及び 59年７月から平成元年４月までの期間の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年４月から 55 年３月まで 

         ② 昭和 55 年 10 月から 57 年３月まで 

         ③ 昭和 59 年７月から平成元年４月まで 

    私がＡ県Ｂ区で一人暮らしをしていた昭和 50 年ころ、Ｃ県から母が

来るたびに国民年金に加入するよう言われ、Ｄ支所で国民年金の加入

手続を行い、キップで国民年金保険料を納付した記憶があり、54 年に

Ｅ区へ引っ越ししてからはＥ区役所で保険料を納付していた。 

昭和 59 年７月に結婚してからは、Ｆ県Ｇ町に住所をおいたままにし

て、平成元年くらいまでＡ県で生活して、毎月、夫が義母に生活費等

を仕送りしていた。国民年金保険料も含めて送金していたので、義母

が夫婦二人分の保険料をＧ町で集金人に納めていた、と聞いており、

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、申立人は、「昭和 50 年ころにＢ区Ｄ支所

で国民年金の加入手続を行った。」、「54 年９月にＥ区に引っ越してからは、

Ｅ区役所で納付した。」と述べているものの、申立人の国民年金手帳記号

番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、同年９月 22 日以降にＥ区

から払い出されていることが確認でき、申立人に対し、当該期間当時、

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見られないことから、

当該払出時点では、申立期間①の一部は時効により国民年金保険料を納

付することはできなかったものと考えられる。 

   また、申立期間①及び②のオンライン記録では、Ｅ区に係る被保険者



                      

  

名簿（年度別納付状況リスト）の記録と一致している上、申立人から聴

取しても、国民年金保険料額等の具体的な納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

であるほか、国民年金の加入を勧めたとする実母は他界しており、証言

を得ることはできない。 

   申立期間③について、前記のとおり、申立人に昭和 54 年９月 22 日以

降にＥ区で払い出された国民年金手帳記号番号は、59 年７月にＡ県で不

在決定され、不在被保険者として台帳が別保管されたままになっていた

ことが確認できることから、同年６月にＥ区からＦ県Ｇ町への引っ越し

に際し、住民票の住所変更届出は行ったものの、国民年金に係る住所変

更届出を行っていなかったものと推認される。 

また、申立人に対し、平成２年４月以降にＦ県Ｇ町において別の国民年

金手帳記号番号が払い出されているものの、当該払出時点では、申立期間

③の大部分は時効により国民年金保険料を納付することができなかった

ものと考えられる。 

さらに、申立人は昭和 59 年７月＊日に婚姻しているところ、申立人の

夫の国民年金手帳記号番号の払出日は平成３年７月以降であることから、

申立期間③当時は国民年金の未加入期間であり、申立人が、「婚姻後の国

民年金保険料は、義母に仕送りした生活費等から、義母が私達夫婦二人分

の保険料を集金人に納付したと聞いている。」との主張とは符合しない。 

加えて、申立人自身は申立期間③の国民年金保険料の納付に直接関与し

ておらず、当該期間の保険料を納付したとする義母及び保険料の集金人も

既に他界しており、証言を得ることはできないため納付状況等が不明であ

る。 

このほか、申立人がすべての申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

青森厚生年金 事案 491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50 年４月１日から同年７月まで 

昭和 50 年３月にＡ社から関連会社のＢ社Ｃ支店に移籍し、営業の仕事

をしていた。給料はＡ社の時と同じ金額だったし、厚生年金保険料を控

除されていた記憶がある。昭和 50 年７月にＢ社を退職した際、元上司の

Ａ社Ｄ支店長に退職の報告をしたことを覚えている。 

申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の記憶及び複数の元同僚の証言から、勤務期間の特定はできない

ものの、申立人がＢ社Ｃ支店に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、前記の元同僚は、「申立人のことは知っているが、厚生

年金保険の加入については分からない。」と供述している。 

また、当該事業所は平成 19 年６月 21 日に厚生年金保険の適用事業所で

は無くなっており、当時の事業主は所在不明のため、申立人の申立期間に

おける厚生年金保険の加入、保険料控除について確認できる関連資料及び

供述を得ることはできなかった。 

さらに、当時の事務担当者は、「申立人のことは知っているが、私は経

理担当だったので厚生年金保険の加入については分からない。申立期間当

時にＢ社Ｃ支店に在籍していたかは覚えていない。当時、管理統括部長を

していた上司なら事情を知っていたと思うが、既に死亡している。」とし

ており、当時の状況を確認することはできなかった。 

加えて、当該事業所における被保険者原票を確認したが、申立期間にお

いて被保険者資格を取得した中に申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も



                      

  

無い上、当該事業所に係る雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



                      

  

青森厚生年金 事案 492  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年８月から７年７月まで 

             ② 平成７年８月から 11 年 11 月まで 

    平成２年８月、Ａ社（現在は、Ｂ社）へ入社、採用形態は時給パート

ながら期間の契約はなし、夜間に派遣社員としてＣ社で仕分け業務を行

う。平成７年７月、Ａ社とＣ社の取引関係が決裂し、派遣社員である私

の身分も終わりとなる。しかし、Ｃ社の計らいでＤ社（Ｅ社に合併し解

散）に移籍となるが、平成 11 年 11 月体調悪化で退職する。申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、複数の元同僚の証言及び断続的な雇用保険の加入

記録により、勤務期間の特定はできないものの、申立人がＡ社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかしながら、当該期間に厚生年金保険の加入記録がある前記の元同僚

は、申立人の厚生年金保険料の控除等については、「分からない。」と供述

しているほか、Ｂ社に申立人の勤務実態等について照会したところ、「書類、

記録が無いために回答できない。」としている。 

   また、申立人は申立期間のほとんどの期間において、Ｆ市の国民健康保

険（平成元年６月１日から５年１月 14 日まで及び同年３月６日から８年１

月 16 日まで）に加入していることが確認できる。 

   さらに、平成２年９月 17 日、３年６月３日、４年２月５日及び同年９月

７日は、雇用保険特例一時金の受給認定日と確認できる。 

   加えて、当該事業所に係る申立期間における健保厚年被保険者縦覧照会

回答票を確認したが、申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 



                      

  

   申立期間②について、元同僚の証言及び雇用保険の加入記録により、勤

務期間の特定はできないものの、申立人がＤ社に勤務していたことは推認

できる。 

   しかしながら、当該期間に厚生年金保険の加入記録がある前記の元同僚

は、申立人の厚生年金保険料控除等については、「分からない。」と供述し、

当該事業所を継承したＥ社に申立人の勤務実態等について照会したところ、

「資料が無く不明である。」としている。 

   また、申立人は、申立期間のほとんどの期間において、Ｆ市の国民健康

保険（平成５年３月６日から８年１月 16 日まで、同年 10 月 25 日から９年

２月 18 日まで、同年４月 11 日から 11 年１月 25 日まで、及び同年４月２

日から 12 年 10 月 6 日まで）に加入していることが確認できる。 

   さらに、当該事業所に係る申立期間における健保厚年被保険者縦覧照会

回答票を確認したが、申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

   このほか、申立人のすべての申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者としてすべての申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めること

はできない。 



                      

  

青森厚生年金 事案 493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年７月 10 日から 56 年２月１日まで 

             ② 昭和 56 年９月 10 日から 60 年１月 16 日まで 

             ③ 平成５年９月１日から 12 年 10 月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の記録について照会したところ、標準報酬

月額が違っていることに気がついた。私は、昭和 54 年から 59 年までＡ

社で季節工ではあったが世話役として、平成５年から 16 年まではＡ社で

正社員となった上、役員として勤務していたが、申立期間①の標準報酬

月額は 28 万円、申立期間②の標準報酬月額は 28 万円から 36 万円、申立

期間③の標準報酬月額については、確定申告書（控）を見ると 52 万 5,000

円から 65 万 833 円だと思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立事業所であるＡ社が社会保険関係事務を委託していた労務管理事務

所から提出された「被保険者台帳」、「被保険者標準報酬決定通知書」、「被

保険者資格喪失確認通知書」及び「被保険者資格取得確認及び標準報酬決

定通知書」に記載された標準報酬月額は、オンライン記録とすべて一致し

ている上、申立期間の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して訂正されているなどの不自

然さは見当たらない。 

また、申立人は、「申立期間③のうち、平成 11 年７月から 12 年９月まで

の期間に係る標準報酬月額は、59 万円を超えた額である。」と主張してい

るものの、申立人の当該期間における標準報酬月額は、当時の厚生年金保

険の標準報酬月額の上限額である 59 万円であり訂正することはできない。   

さらに、上記の労務管理事務所の担当者は、「Ａ社の経営状況については、



                      

  

特段悪いという話は聞いたことがなく、意図的に報酬月額を低く届け出る

ことはなかった。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間において、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 



                      

  

青森厚生年金 事案 494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月６日から 51 年７月１日まで 

私は、昭和 45 年４月６日から 51 年７月１日までの期間について、Ａ

社Ｂ支店に準社員として勤務していた。入社当時の給料は、固定給とし

て８万円もらい、その後も一生懸命働き、退職時には、15 万円まで増え

ていたと確信しているにもかかわらず、年金事務所の記録では、昭和 45

年４月から 51年６月までの期間の標準報酬月額が２万 6,000円から８万

円と低いことに納得がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録について、

「入社時の給料は固定給として８万円もらい、退職時には 15 万円まで増え

ていたはずであり、標準報酬月額の低いことに納得できない。」として申し

立てている。 

しかしながら、申立人は給与明細書等を所持しておらず、また、Ａ社グ

ループ本社からは、「当時の書類は保存年限経過により廃棄済みである。」

との回答を得ており、申立期間における申立人の報酬月額及び厚生年金保

険料控除額を確認することはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 46 年６月１日から 51 年７月１日までの期

間において当該事業所が加入していたＢ厚生年金基金の事務を現在引き継

いでいるＣ連合会に照会したところ、同連合会から提出された中脱記録照

会（回答）により確認できる申立人の当該期間の標準報酬月額は、すべて

オンライン記録と一致している。なお、上記厚生年金基金加入時の標準報

酬月額は、申立人の申立事業所の資格取得時の標準報酬月額である２万



                      

  

6,000 円であることが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社Ｂ支店に入社した当時のことについて、「同じ職

種で８名採用になった。」と述べているところ、被保険者原票によると、申

立人の主張どおり、申立人と同じ昭和 45 年４月６日に３人、ほぼ同時期で

ある同年４月１日に４人が資格取得していることが確認でき、その同僚の

標準報酬月額を確認すると、申立人の標準報酬月額である２万 6,000 円と

同額の者が３人、３万円が２人、３万 3,000 円が２人となっており、資格

取得時における申立人の標準報酬月額のみが低額であるという事情は見当

たらない上、同年４月６日に入社した同僚の一人は、「入社時の給料は２万

円くらいだった。」と述べている。 

なお、申立人の標準報酬月額の記録は、遡及
そきゅう

して訂正されているなどの

不自然さは見当たらない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関係資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立期間において申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはで

きない。 

 

 

 


